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1. 序論 
 
 3年前の東日本大震災発生以来、地震予知を目的とした研究に世間の注目が高
まっている。その中でも、地震回避行動が可能である短期地震予知は地震大国日本
にとって重要である。短期地震予知を目的として、地球規模で生じる電磁気学的現象
と地震発生の関連性について、様々な観測結果が報告されている[1]。地震の前兆現
象として現れる電磁気学的現象の報告として、主に ULF帯、VLF帯、VHF帯の 3
つの周波数帯における電波伝搬の観測結果が報告されている。例えば、VLF帯にお
ける観測では、電離層・大地導波管モードで伝搬する既存送信局からの電波を計測
することで、電離層下部に生じた擾乱を間接的に捉えた報告である[2]。この観測方法
では、送信局と受信局（観測点）間を結ぶ楕円近傍の異常現象を捉えることができる
ため、観測可能領域が数千 km と広範囲である。一方、VHF帯を用いた観測では、
伝搬異常による見通し外 VHF帯放送波を捉えることで、電磁気学的現象を観測する
方法である[3]。さらに、単に伝搬異常を捉えるだけでなく、受信波の到来方向や偏波
を計測することで、見通し外の VHF帯伝搬異常は電離層内ではなく地表面に近い大
気圏内の異常を捉えたものであることが明らかとなっている[4]。また見通し内 VHF帯
放送波を用いて受信電界強度の変動を統計処理することで伝搬異常を検出し、地震
発生との関連性について検証した報告もある[5]。見通し内の近距離電波伝搬特性お
よび受信レベル変動要因については、VHF帯からミリ波帯まで、通信、放送の両面か
らこれまで多くの研究がされてきた。ところで通常の大気は、高度が高くなるほど希薄
となり屈折率が減少するため、見通し内伝搬波は地表面側に緩く屈折しながら低層大
気中を伝搬する。しかし、この低層大気中の屈折率に異常が生じた場合には、通常の
地表面側への屈折が生じず、見通し内であるはずの受信点まで電波が到達しない（あ
るいは微弱となる）伝搬異常を生じる。また、これとは逆の現象により、受信点における
電界強度が通常より大きくなる場合もある。このように、大気屈折率の空間的・時間的
変化による電波伝搬変化の研究報告もある[6]。 
本稿では低層大気屈折率異常をラジオダクトの直接観測と見通し内 VHF帯電波
伝搬異常の両面から捉え、それらと地震との関連性を統計的に明らかにする。また、
低層大気屈折率異常を消失される要因として考えられる気象条件について考察した。
さらに、受信電力変化の程度に注目し、ロジスティック回帰分析[7]を用いて、受信電
力変化の程度による地震との関連性に差異がないかを明らかにする。 
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2. 観測システム 
 
本研究室では電波伝搬自動観測システムを構築し、見通し内 VHF 帯放送波の受
信電界強度を約 3年に渡って連続観測を行っている。この観測システムは図 2.1に示
すように群馬大学工学桐生キャンパスに設置された複数のアンテナと、観測周波数に
応じて最適なアンテナを選択する自動アンテナ切替機、受信電力計測用の汎用スペ
クトラムアナライザ、データ記録及び制御用 PC で構成されており、24 時間連続で自
動観測が可能である。また、スペクトラムアナライザを用いることで、正確な受信電力を
計測することが可能である。受信電力は約 30 秒毎ごとに各観測波を巡回計測してお
り、計測された受信電力は 30分毎ごとに自動でグラフ化されてから大学のホームペー
ジサーバにアップロードされ、インターネット上のどこからでも受信電力変化を監視で
きるようになっている。 
 本稿では、東京タワーを送信局とする VHF帯 FM放送波（周波数は 80.0MHz）の
観測結果を統計的に解析して、伝搬異常を検出した。観測期間を 2010年 10月 8日
から 2013年 10月 31日までの 1099日間（2011年 3月 12日から 2011年 3月 30
日までは計画停電により観測システムが止まっていたため観測期間から除く）として、
この間に観測された受信電力を解析対象とした。 
 
 
図 2.1 VHF帯電波伝搬観測システム 
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3. 統計処理 
 
本章では、電波伝搬観測システムで計測した受信電力から異常データを抽出する
ために行う統計処理、伝搬異常判定法について記述する。 
 
3.1. 標準偏差 
 
我々が観測した VHF帯放送波の波形は、夜間に変動が大きく、昼間に変動が少
ないという日変化がある。しかし、解析したい観測波形の伝搬異常は非日常的な揺ら
ぎであるため、観測波形の日変化の揺らぎを排除する必要がある。その方法は、観測
期間中のデータから各時間帯別での平均値mと標準偏差 σを算出し、その後異常判
定を行う方法である。具体的には 1日を 5分ごとの 288の時間帯に分割し、観測期間
中のデータから各時間帯別に、平均値mと標準偏差σを算出する。この平均値と標準
偏差は各時間帯別で異なる。また、観測波形は夜間のほうが昼間よりも変動が大きい
ので、標準偏差 σが大きくなる。では、標準偏差について詳しく述べる。 
 
あるデータを𝑚1、𝑚2、⋯ 𝑚n とすると平均は以下のようにして求まる。 
 
 
?̅? =
1
𝑛
∑ 𝑚i
𝑛
𝑖=1
 (3.1.1) 
 
この時、平均を用いて以下のように得られる数値を分散という。 
 
 
𝜎2 =
1
𝑛
∑(𝑚i − ?̅?)
2
𝑛
𝑖=1
 (3.1.2) 
 
分散はデータの散らばり具合を表す量であるが、元のデータを 2乗しているので平方
根をとって単位を揃えたものが標準偏差 σである。よって標準偏差 σは以下のように定
義される。 
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σ = √𝜎2 = √
1
𝑛
∑(𝑚i − ?̅?)2
𝑛
𝑖=1
 (3.1.3) 
 
標準偏差はデータの分布の広がり（ばらつき）をみる一つの尺度である。平均値と標準
偏差の値が分かればデータがどの範囲にどのような割合で散らばっているか（分布）
がある程度明らかになる。 
 
3.2. 正規分布 
 
実際に観測している受信電力はある程度のばらつきを持っている。そのため、通常
時のばらつきと伝搬異常発生時のばらつきを判定することが重要である。そこで、正規
分布を用いて解析を行う。正規分布とは平均値の付近に集積するようなデータの分布
を表した連続的な変数に関する確率分布である。正規分布はその平均値を m、分散
を𝜎2 とするとき、以下の形の確率密度関数を持つ。 
 
 
f(x) =
1
√2𝜋𝜎2
𝑒−
(𝑥−𝑚)2
2  (3.2.1) 
 
これはガウス関数の一種であり、この正規分布を N(m、𝜎2 ) と表す。特に m=0、
𝜎2 = 1 の時、この分布は標準正規分布と呼ばれる。つまり標準正規分布 N(0,1) は
以下の形となる確率密度関数を持つ確率分布として与えられる。 
 
 
f(x) =
1
√2𝜋
𝑒−
𝑥2
2  (3.2.2) 
 
正規分布の確率密度関数をグラフ化した正規分布曲線は左右対称な釣鐘状の曲線
であり、鐘の形に似ていることからベル・カーブとも呼ばれる。直線 x=m を軸に左右対
称であり、x 軸が漸近線である。また、曲線はσの値が大きいほど偏平になる。正規分
布をしている時、m ±3σを超える確率は 0.26%となる。 
そこで、実際の受信電力の分布を確かめる。図 3.2.1は FM東京の受信電力のヒス
トグラムであり、横軸が受信電力[dBm]、縦軸は頻度を表している。図 3.2.1 より、受信
電力はほぼ正規分布していることがわかる。従って、本稿で用いる正規分布に基づく
統計処理は妥当であると考えられる。 
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図 3.2.1 受信電力のヒストグラム 
 
3.3. 移動平均 
 
観測した受信電力はゆらぎやパルス性のノイズを含んでいる。これらの影響を低減
させるため、ある時間内での平均値を求める。これを移動平均と呼ぶ。 
 
移動平均とは時系列データを平滑化する手法である。主要なものは単純移動平均
と加重移動平均と指数移動平均の 3 種類がある。今回用いるのは単純移動平均であ
る。 
単純移動平均（Simple Moving Average:SMA）は、直近の n個のデータの重み
付けのない単純な平均である。例えば、10分間の終値の移動平均とは、直近の 10分
間の終値の平均である。それら終値を𝑃𝑀、𝑃(𝑀−1)、⋯ 𝑃(𝑀−9) とすると、単純移動平均
SMA(p,10)を求める式は以下のようになる。 
 
 
𝑆𝑀𝐴𝐴 =
𝑃𝑀 + 𝑀(𝑀−1) + ⋯ + 𝑃(𝑀−9)
10
 (3.3.1) 
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単純移動平均の特徴として、データに周期的変動があるとき、その周期で単純移動
平均を求めると周期が平滑化される。図 3.3.1 が移動平均を行う前の受信電力変化、
図 3.3.2が 10分間で移動平均を行った後の受信電力変化である。二つを見比べると
図3.3.2は受信電力が滑らかになっていることがわかる。つまり、ゆらぎやパルス性のノ
イズを低減することができていることがわかる。 
 
 
 
図 3.3.1 移動平均する前の受信電力変化 
 
 
図 3.3.2 移動平均後の受信電力変化 
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3.4. 伝搬異常判定法 
 
ここでは、伝搬異常判定法について詳しく記述する。第 3.2 節で正規分布に基づく
統計処理は妥当であることがわかった。加えて、平均値mより ±3σ以上外れる確率は
0.26％なので、伝搬異常判定基準は平均値 m より ±3σ 以上外れた受信データを異
常データとし、その状態が 1時間以上継続した場合を伝搬異常と判断することにした。
移動平均を行ってもパルス性のノイズを含んでいる場合があるため、1 時間以上継続
した場合を伝搬異常としている。また、観測対象の放送局のいくつかは設備の保守点
検のため週に 1度の頻度で停波するが、停波中であることは容易に見分けが付くので
除外している。加えて、送信点である東京タワーでは地上デジタル放送への移行に伴
い、2013 年 2 月 11 日に送信点のアンテナの高さが変更された。その影響で送信点
の高さが変わる前後で 1 日の平均受信電力に変化が生じた。従って、観測期間を
「2010 年 10 月 8 日～2013 年 2 月 11 日 2時 3 分 48 秒」と「2013年 2 月 11 日 2
時 59分 35秒～2013年 10月 31日 23時 59秒」の 2つに区切って、それぞれを上
記の伝搬異常判定基準に従って伝搬異常を検出した。 
 図 3.4.1は停波を削除し、移動平均を行った場合の 1日の受信電力変化である。図
中の例 1、例 2 ともに ±3σ を超えているが、例 1のほうは 1時間以上継続して発生し
ていないので、伝搬異常とは判定されない。よって、上記の伝搬異常判定基準を満た
しているのは例 2のほうと考えられ、この日の伝搬異常は 21時頃に 1回観測されたこ
とになる。 
 
 
図 3.4.1 伝搬異常例 
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4. 低層大気屈折率異常 
 
伝搬異常が発生する直接の要因は低層大気屈折率異常によるものと考えられる。
そこで、第 4 章では低層大気屈折率異常をラジオダクトの直接観測によって捉え、そ
れと伝搬異常との関連性を考察する。また、ラジオダクト発生の有無は大気の修正屈
折指数から判断される。 
 
4.1. 修正屈折指数 
 
大気屈折率 nの値は通常 1.0003程度で、その変化は10−5から10−6のオーダーで
あり非常に小さい値であるので、その変化を明瞭にするため、以下に定義する屈折指
数 N[NU]が一般に広く用いられている[8]。 
 
 𝑁 ≡ (𝑛 − 1) × 106 (4.1.1) 
 
屈折指数 Nは気温・気圧・湿度の関数であり、次式で与えられる。 
 
 
𝑁 =
77.6
𝑇
(𝑃 +
4810𝑃𝑤
𝑇
) (4.1.2) 
 
ここで、Tは気温[K]、Pは大気圧[hPa]、𝑃𝑤は水蒸気圧[hPa]である。 
さらに、屈折率垂直構造の複雑な大気中伝搬の解析には、大気が平面大地上に水
平に成層していると取り扱えるよう、以下に示す修正屈折率 m、修正屈折指数
M [MU]が多く用いられている。 
 
 𝑚 ≡ 𝑛 + ℎ 𝑎⁄  (4.1.3) 
 
 𝑀 ≡ (𝑚 − 1) × 106 = 𝑁 + 157ℎ (4.1.4) 
 
ここで、hは海抜高度[km]、aは地球の半径で 6,370 kmである。関東には茨城県つ
くば市館野に高層気象台があるため、高層気象台が毎日 9時と 21時に定時観測して
いる気象データ（気圧、ジオポテンシャル高度、風速など）を用いて修正屈折指数 M
を求める。 
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4.2. ラジオダクト 
 
大地上の修正屈折指数 M は高度が上昇するに従って直線上に増大するが、高度
と共に温度分布が上昇したり湿度が減少したりすると、高度が上昇しても修正屈折指
数Mが減少する逆転現象を起こすことがある。このような逆転層の部分をダクトという。
この時、電波は屈折率の変曲点と地表面との間で反射を繰り返して伝搬するので、電
波は極めて遠くまで伝搬可能となる。この現象をラジオダクトといい、また伝搬形式を
ダクト伝搬という。 
図 4.2.1は通常大気での電波伝搬とラジオダクト発生時での電波伝搬の違いを表し
ている。通常大気、つまり高度の上昇に伴って修正屈折指数 M が増大している場合
は、電波は地面に向かって屈折していることがわかる。しかし、ラジオダクト発生時、つ
まり高度が上昇しても修正屈折指数 M が減少している場合は、逆転層で反射を繰り
返して伝搬していることがわかる。また、全ての電波が反射を繰り返すのではなく、電
波の一部は地面に向かって屈折している。 
 
 
図 4.2.1 通常大気とラジオダクト発生時での伝搬経路の違い 
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ラジオダクトには図 4.2.2 に示すようにラジオダクトの形状が異なるものが存在する。
本稿では、逆転層が地面と接しているラジオダクトを接地型ダクト（Grounded duct）、
逆転層が上空にあるラジオダクトをS型ダクト（S-type duct）と定義する。ラジオダクトと
見なす判断基準は、海抜高度の増加に対して修正屈折指数Mが少しでも減少してい
る場合をラジオダクト発生とする。また、同時刻に接地型ダクトと S 型ダクトの両方が発
生している場合がある。この場合は、図4.2.3に示すように高度の増加に対して修正屈
折指数 M が減少し始める点から再び正方向に増加し始める点までの高度差（⊿A）と、
その間の修正屈折指数 M の減少分（⊿M）との積（すなわち点線で囲った部分の面
積）が大きい方をその時間のラジオダクトとする（図 4.2.3の場合は S型ダクトとなる）。 
 
 
図 4.2.2 2種類のラジオダクト 
 
図 4.2.3 ラジオダクトの判断方法 
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4.3. ラジオダクトと伝搬異常の併発条件 
 
ここでは、ラジオダクトと伝搬異常との関連性を検討するために、ラジオダクトと伝搬
異常が併発条件について記述する。 
 
図 4.3.1は 2011年 8月 27日と 28日に館野で観測されたラジオダクトである。観
測されたラジオダクトはそれぞれ形が異なるが、二日間（4回の観測）全てでラジオダク
トが観測されていたということは、ラジオダクトが長時間に渡り発生していたと考えること
ができる。また、この他にもラジオダクトが連続して観測されることは多い。 
 
  
  
図 4.3.1 実際に観測されたラジオダクト 
12 
 
従って、図 4.3.2 に示すようにラジオダクトの発生時刻前後 6 時間以内に伝搬異常
が発生していたら併発と見なし、前後 6 時間以内に伝搬異常が発生していなかったら
併発なしと見なすことにする。 
 
 
図 4.3.2 ラジオダクトと伝搬異常の併発条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13 
 
4.4. ラジオダクトと伝搬異常の関連性 
 
上記の基準で判断した場合のラジオダクト発生の有無と、そのタイプ別、及び、観測
された伝搬異常の有無を表 4.4.1、表 4.4.2 に示す。表 4.4.1 より伝搬異常観測時に
おけるラジオダクトの発生確率と、ラジオダクト発生時における種類別発生確率を求め
る。伝搬異常観測時に、ラジオダクトが併発した確率は約 65.2％(58/89)、併発してい
ない確率は約 34.8％(31/89)である。さらに、伝搬異常と併発していた 65.2％(58 回)
のラジオダクトのうち、それが S型ダクトであった確率は約 84.5％(49/58)、接地型ダク
トであった確率は約 15.5％(9/58)である。一方で、表 4.4.2 より伝搬異常と併発してい
なかったラジオダクトの発生確率は約 70.9％(1496/2109)であったが、そのうち S型ダ
クトである確率は約 57.7％ (864/1496)、接地型ダクトである確率は約 42.3％
(632/1496)である。以上のことから、伝搬異常観測時に、併発して発生するラジオダク
トは S 型ダクトである確率が高いと言える。このことから、ラジオダクトの発生高度が接
地型ダクトのように低い（およそ 100m 以下）場合には伝搬異常はほとんど観測されず、
S 型ダクトのようにある程度の高度(約 300-600m)で低層大気屈折率異常が発生した
場合に伝搬異常が観測されると考えられる。 
 
表 4.4.1 伝搬異常観測時におけるラジオダクトの観測回数 
S型ダクト 接地型ダクト 
全ダクト 
（S型ダクト＋接地型ダクト） 
ダクトなし 合計 
49 9 58 31 89 
 
表 4.4.2 伝搬異常非観測時におけるラジオダクトの観測回数 
S型ダクト 接地型ダクト 全ダクト 
（S型ダクト＋接地型ダクト） 
ダクトなし 合計 
864 632 1496 613 2109 
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しかし、低層大気屈折率異常が生じることによって伝搬異常が観測されるとするなら
ば、ラジオダクトと併発していない伝搬異常が観測されていることは矛盾する。考えら
れる原因として、低層大気屈折率異常の規模による違いがあげられる。東京タワー－
桐生観測点間の電波伝搬路と高層気象台がある館野との距離は約 43km離れており、
図 4.4.1に示すように低層大気屈折率異常の分布が伝搬路に届かない程の小規模な
場合には、館野でラジオダクトが観測されても桐生では電波伝搬異常が観測されず、
逆に、東京－桐生観測点間に発生した小規模ダクトにより伝搬異常が引き起こされて
も、そのラジオダクトが館野で観測されなかった可能性が考えられる。一方、低層大気
屈折率異常の分布が伝搬路に届く程の大規模な場合には、伝搬異常観測時に併発
してラジオダクトが観測されるのではないかと考えられる。 
 
 
図 4.4.1 低層大気屈折率異常分布図 
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5. 地震との関連性解析方法 
 
第 5章では伝搬異常と地震との関連性を統計的に解析する手法について記述す
る。 
 
5.1. 関連付け時間長 
 
低層大気屈折率異常によって生じる伝搬異常と地震発生との関連性が最も明確に
なる時間間隔を解析するために、関連付け時間長として𝑡seqを定義し、地震発生日か
ら𝑡seq日以内前に伝搬異常が観測されていた場合を“関連あり”とする。 
図 5.1.1の左側は𝑡seq=－1の時、つまり地震発生 1日前以内に伝搬異常が観測さ
れているので“関連あり”となるが、右側は地震発生 1日前以内に伝搬異常が観測さ
れていないので“関連なし”となる。 
 
 
図 5.1.1 関連付け時間長 
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5.2. 無相関併発確率 
 
全解析対象期間長𝑇allに対して、地震発生回数𝑁eqや伝搬異常回数𝑁anomの値が
大きすぎると、伝搬異常と地震との間に全く関連性がなかったとしても、“関連あり”とな
る確率は上昇する。そこで、伝搬異常と地震発生との間に関連性がなくランダムに発
生したと仮定した場合において、地震と伝搬異常が偶然併発する確率𝑃unc（無相関併
発確率）を求める。具体的には、観測期間長𝑇allにおいて地震が 1回だけ発生したと
すると、1回の伝搬異常の𝑡seq以内にその地震が併発確率は𝑡seq 𝑇all⁄ で与えられるた
め、これに観測期間中の実際の地震の発生回数𝑁eqを乗じることで、以下のように𝑃unc
は求まる。 
 
 
𝑃unc =
𝑁eq. 𝑡seq
𝑇all
 (5.2.1) 
 
これは、「伝搬異常に対する地震の無相関併発確率」とも言い換えられる。 
 
 
図 5.2.1 無相関併発確率 
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5.3. 確率利得 
 
伝搬異常が観測されてから時刻間隔𝑡seq以内に地震が発生した場合、それらが併
発したと見なし、全ての伝搬異常の観測回数𝑁anomに対する地震と併発した伝搬異常
の回数𝑛obsの割合𝑃obsを求める。 
 
 
𝑃obs =
𝑛obs
𝑁anom
 (5.3.1) 
 
これは、「実際に伝搬異常に地震が伴った確率」とも言い換えられる。そして、𝑃unc 対
する𝑃obs の確率利得 ratioを評価することで、伝搬異常と地震の関連性を定量的に
考察する。 
 
 
ratio =
𝑃obs
𝑃unc
 (5.3.2) 
 
ratioの値が 1を超えていれば、無相関と仮定した場合と比べて、実際の確率の方
が高いということなので、伝搬異常と地震との関連性が強いことを示す。また、ratio≈1
の場合は、無相関時とほぼ同じ確率であるということを示しているので、伝搬異常と地
震との関連性は弱いことを示す。 
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6. 伝搬異常と地震との関連性 
 
第 6章では、伝搬異常と地震との関連性を求め、さらにラジオダクトや気象条件など
の地震以外に電波伝搬に影響を及ぼす自然現象を考慮して地震との関連性を求め
る。そして伝搬異常のみを用いた場合と比較することで、どの程度地震との関連性が
明確になるかを記述する。 
 
6.1. 対象とする地震 
 
6.1節では、伝搬異常と地震の発生時刻間隔から両者の関連性を考察するが、全
ての地震を対象とすると、地震の発生回数が多すぎて伝搬異常との関連性がわから
ない。また、もし地震が見通し内VHF帯伝搬に影響を与えているならば、東京－桐生
間の電波伝搬路からそれほど遠くない地域を震央とする地震に限定されるはずである。
さらに、規模が小さい地震ではその予兆現象も小さいであろうから、異常現象を捉える
ことは難しいと考えられる。そこで、考察対象とする地震を震央位置が関東および周辺
地域のものとし、地震の規模をマグニチュード 4以上のものに限定する。そして伝搬異
常と、対象とする地震の規模（マグニチュード）、震央位置（送信点である東京タワーと
受信点である桐生を結ぶ直線を電波伝搬路として、伝搬路震央間距離 L[km]、震源
の深さ D[km]、との関連性を各々統計的に検証する。 
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6.1.1. 地震の規模 
 
ここでは、地震の規模（マグニチュード）と伝搬異常との関連性について記述する。
表 6.1.1.1 に地震の規模と伝搬異常との関連性を示す。また、対象とする地震は電波
伝搬路から 75km以内（L≤75km）、震源の深さが 50km以内(D≤50km)、の比較的
浅い地震に限定する。伝搬異常と地震との関連付け時間長𝑡seqは 1日とする。 
 マグニチュード 4 以上の地震を対象とした場合には、実際に伝搬異常に地震が伴っ
た確率𝑃obs が 4.49％（4/89）であるのに対し、伝搬異常に対する地震の無相関併発
回数𝑃unc が 5.0％（55/1099）となるため、実際の併発する確率のほうが低いため地震
との関連性はないと言える。しかし、マグニチュード 5.0 以上の地震に限ると、実際に
伝搬異常に地震が伴った確率𝑃obs が 1.12％（1/89）であるのに対し、伝搬異常に対
する地震の無相関併発回数𝑃uncが 0.82％（9/1099）となるため、実際の併発回数𝑃obs 
は𝑃unc の約 1.3 倍となり、多少ではあるが伝搬異常と地震との間に関連性があると言
える。また、マグニチュード 5.5 以上の地震に限定して解析を行うと確率利得 ratio が
12.2 となり、地震との関連性が最も明確になっているが、地震発生回数𝑁eq と地震と
併発した伝搬異常の回数𝑛obs が 1 回と少ないので、統計学的に考えると信頼性は低
い。そこで以降の検討では、地震の規模をマグニチュード 5.0 以上の地震に限定して
解析を行う。 
 
表 6.1.1.1 伝搬異常とマグニチュード別での地震との関連性 
地震の規模 
（マグニチュード） 
M≥4.0 M≥4.5 M≥5.0 M≥5.5 
伝搬異常回数、𝑁anom 89 89 89 89 
地震発生回数、𝑁eq 55 22 9 1 
地震と併発した伝搬異常の回数、
𝑛obs 
4 1 1 1 
伝搬異常に地震が伴った確率、
𝑃obs 
4.49% 1.12% 1.12% 1.12% 
伝搬異常に対する地震の無相関
併発確率、𝑃unc 
5.0% 2.0% 0.82% 0.09% 
確率利得、ratio 0.88 0.55 1.36 12.2 
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6.1.2. 伝搬路震央間距離 
 
規模がマグニチュード 5.0 以上で、かつ震源の深さが 50km 以内の地震に限定し
た場合の、電波伝搬路－震央間距離 L[km]と伝搬異常との関連性について表
6.1.2.1に示す。 
伝搬路震央間距離L[km]が50km以内の場合は前述したように統計的に信頼でき
ないので除外する。伝搬路震央間距離 L[km]が 100km 以内の場合には、実際に伝
搬異常に地震が伴った確率𝑃obs が 4.49％（4/89）であるのに対し、伝搬異常に対す
る地震の無相関併発回数𝑃uncが 1.64％（18/1099）となるため、実際の併発回数𝑃obs 
は𝑃unc の約 2.7 倍となり、伝搬異常と地震との間に関連性があると言える。また、地震
発生回数𝑁eq が 18回、地震と併発した伝搬異常の回数𝑛obs が 4回となっており、あ
る程度統計的に信頼できる値となっている。この結果から、伝搬路からおよそ 100km
以内の領域を震央とする地震では、伝搬異常を伴う可能性が高いと考えられる。 
  
表 6.1.2.1 伝搬異常と伝搬路震央間距離別での地震との関連性 
伝搬路震央間
距離、L[km] 
L≤50km L≤75km L≤100km L≤125km L≤150km 
伝搬異常回数、
𝑁anom 
89 89 89 89 89 
地震発生回数、
𝑁eq 
4 9 18 36 79 
地震と併発した
伝搬異常の回
数、𝑛obs 
1 1 4 6 9 
伝搬異常に地
震が伴った確
率、𝑃obs 
1.12% 1.12% 4.49% 6.74% 10.1% 
伝搬異常に対
する地震の無相
関併発確率、
𝑃unc 
0.36% 0.82% 1.64% 3.28% 7.19% 
確率利得、ratio 3.05 1.36 2.71 2.04 1.39 
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6.1.3. 震源の深さ 
 
次に、震源の深さと伝搬異常との関連性について記述する。表 6.1.3.1は地震の規
模がマグニチュード 5.0 以上で、かつ伝搬路震央間距離が 100km 以内の地震に限
定した場合の、震源の深さと伝搬異常との関連性を示したものである。震源の深さが
25～100km 全てで地震との関連性を示している。その中でも、震源の深さを 50km
以内に限定した場合に、地震との関連性が最も明確になっているので、以降の検討で
は D≤50kmの地震を用いる。 
 
表 6.1.3.1 伝搬異常と震源の深さ別での地震との関連性 
震源の深さ、D[km] D≤25km D≤50km D≤75km D≤100km 
伝搬異常回数、𝑁anom 89 89 89 89 
地震発生回数、𝑁eq 8 18 23 25 
地震と併発した伝搬異常の回
数、𝑛obs 
1 4 5 5 
伝搬異常に地震が伴った確
率、𝑃obs 
1.12% 4.49% 5.52% 5.52% 
伝搬異常に対する地震の無
相関併発確率、𝑃unc 
0.73% 1.64% 2.09% 2.27% 
確率利得、ratio 1.53 2.71 2.65 2.44 
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6.1.4. 関連付け時間長 
 
さらに、伝搬異常と地震の発生時刻間隔𝑡seqをパラメータとして解析を行う。
表 6.1.4.1は前述の伝搬異常を伴っていたと思われる地震（M≥5.0、L≤100km、
D≤50km）を対象にして、「併発」と判定する時刻間隔𝑡seqを変化させた場合の、
地震との関連性を示している。地震発生の 1～2日前で地震との関連性が表れて
いるが、地震発生 1日前で最大の確率利得 2.71 となっている。つまり、伝搬異
常は地震発生の数日前に発生する可能性が高く、特に地震発生前 24時間以内に
生じる可能性が高いと考えられる。 
 
表 6.1.4.1 伝搬異常と地震との発生時刻間隔別での関連性 
地震との時刻間
隔、𝑡seq 
𝑡seq=－1
日 
𝑡seq=－2
日 
𝑡seq=－3
日 
𝑡seq=－4
日 
𝑡seq=－5
日 
伝搬異常回数、
𝑁anom 
89 89 89 89 89 
地震発生回数、
𝑁eq 
18 18 18 18 18 
地震と併発した伝
搬異常の回数、
𝑛obs 
4 4 4 5 9 
伝搬異常に地震が
伴った確率、𝑃obs 
4.49% 4.49% 4.49% 5.62% 10.1% 
伝搬異常に対する
地震の無相関併発
確率、𝑃unc 
1.64% 3.28% 4.91% 6.56% 8.19% 
確率利得、ratio 2.71 1.35 0.90 0.85 1.22 
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6.2. ラジオダクトと併発した場合 
 
表 4.4.1は地震発生の有無とは関係なくラジオダクトの発生の有無と伝搬異常の有
無についての関係を示したものだが、それらのうち地震と併発していたもののみを表
6.2.1に改めて示す。なお、ラジオダクトと地震が併発したと判断する基準は、伝搬異
常と同様に、ラジオダクト発生から𝑡seq以内に地震が発生したかどうかである。表 6.2.1
より、地震と併発して観測された伝搬異常は S型ダクトが発生した時のみ観測され、接
地型ダクトが発生した場合、及びラジオダクトが発生していない場合には地震を伴う伝
搬異常は観測されていない。一方で、伝搬異常が観測されていない場合は、S型ダク
トが発生する確率が約 36％（5/14）、接地型ダクトが発生する確率が約 28％（4/14）、
ラジオダクトが発生しない確率が 36％（5/14）となっており、伝搬異常観測時と比べて
発生するラジオダクトの種類に大きな差はない。これらの結果から、地震と伝搬異常が
併発している場合に限っては、発生しているラジオダクトは 3例とも全て S型ダクトであ
った。 
 
表 6.2.1  地震と併発した伝搬異常とラジオダクトの観測回数 
 伝搬異常 
観測あり 観測なし 
S型ダクト 4 5 
接地型ダクト 0 4 
ダクトなし 0 5 
 
ここで、S型ダクトと伝搬異常が併発している場合、実際にどのくらい地震との関連
性が高くなるか考察を行う。表 6.2.2にS型ダクト発生時の伝搬異常と地震との関連性
を示す。また、括弧の中は表6.1.4.1に示した伝搬異常と地震との関連性を表している。
表 6.1.4.1 と比べると、伝搬異常に実際に地震が伴った確率𝑃obs が 8.89％（4/45）と
高くなっている。一方、伝搬異常に対する地震の無相関併発確率𝑃unc は変わらず
1.64％（18/1099）であるから、実際の併発回数𝑃obsは𝑃unc の約 5.3倍となり、表
6.1.4.1の結果の約 2倍である。つまり、伝搬異常と S型ダクトが併発した場合に地震
が発生する確率が高くなると考えられる。 
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表 6.2.2  S型ダクトと併発した伝搬異常と地震との関連性 8 
（括弧の中は表 6.1.4.1に表記したデータ） 
伝搬異常回数、 𝑁anom 45(89) 
地震発生回数、 𝑁eq 18(18) 
地震と併発した伝搬異常の回数、 𝑛obs 4(4) 
伝搬異常に地震が伴った確率、𝑃obs 8.89% (4.49%) 
伝搬異常に対する地震の無相関併発確率、 𝑃unc 1.64% (1.64%) 
確率利得、 𝑃obs 𝑃unc⁄  5.31(2.71) 
 
また、図2.1の観測システムを用いて東京タワーからの放送波の他、埼玉、千葉、茨
城などの多方面からのFM放送波も受信している。図 6.2.1は送信局の場所がそれぞ
れ異なる、東京タワー、千葉県三山送信、茨城県燕山送信所の 2012年 5月 16日の
18時から 18日の 18時までの観測データを示している。どの放送波も伝搬異常発生
時刻にあまり時間差はなく、数時間の差で伝搬異常が観測されていることがわかる。ま
た、館野において 16日の 21時に接地型ダクト、17日の 9時に S型ダクトが観測され
ており、第 4章で定義したダクトと伝搬異常の併発条件を満たしている。その後、18日
の 17時 18分に茨城県南部でマグニチュード 4.8の地震が発生している。これらのこ
とより、地震の前兆現象として低層大気の大規模（伝搬路上と館野周辺）な屈折率異
常が発生し、伝搬異常が生じていたと考えられる。つまり、複数の放送波で伝搬異常
が観測された場合は低層大気の大規模な屈折率異常が発生しており、特定の放送波
のみで伝搬異常が観測された場合には、その放送波の伝搬路付近でのみ小規模な
屈折率異常が発生していると考えられる。 
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図 6.2.1 VHF帯放送波の伝搬異常例 
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6.3. 気象条件が伝搬異常に与える影響 
 
 地震が大気屈折率に影響を与えることで見通し内の伝搬異常が引き起こされるも
のと考えられるが、地震発生前であっても地表近くの大気屈折率に影響が現れず、伝
搬異常が観測されない場合もある。その原因として、地表面近くで強い風が吹いてい
た場合に、屈折率異常を生じた低層大気が撹拌されてしまうことで、伝搬異常が観測
されなくなることが考えられる。そこで、見通し内 VHF帯電波伝搬路に近い埼玉県熊
谷市の風速𝑣wind と、伝搬異常発生との関連性を調べた。観測期間中、伝搬異常の
観測回数𝑁anom は 89回（伝搬異常観測日数 80日）あったが、そのうち 1日の平均
風速（0時から 24時まで）が 2.0m/sを超えた日は 46日、3.0m/s、4.0m/sを超えた日
は共に 2日であった。つまり、1日の平均風速が 3.0m/s以上の場合には、伝搬異常
が観測しにくいと考えられる。従って、風が強い日（𝑣wind ≥3.0 m/s）を観測対象から
除外すると、全観測時間長は、𝑇all =  812days となった。 
表 6.3.1は風の強い日の伝搬異常、地震、観測日数を削除した場合の地震との関
連性を示したものである。また、括弧の中は表 6.1.4.1に示した伝搬異常と地震との関
連性を表している。表 6.1.4.1 と比べて、伝搬異常発生回数𝑁anom と地震の発生回
数𝑁eq が少なくなっているが、地震と併発した伝搬異常回数𝑛obsは変化していないの
で、伝搬異常を伴わない地震が除外されていることがわかる。𝑁eqが少なくなった結果、
𝑡seq以内に地震が無相関に発生する確率𝑃uncが約 1.11％（9/812）と小さくなっている
ので、実際の併発回数𝑃obsは𝑃unc の約 4倍となり、表 6.1.4.1の結果の約 1.5倍であ
る。つまり、気象条件によって電磁気学的現象が妨げられることがあるため、地震と電
磁気学的現象の本来の関連性は、実際に観測される結果よりも高いものであると結論
付けられる。 
 
表 6.3.1 風の強い日を除いた場合の伝搬異常と地震との関連性 
（括弧の中は表 6.1.4.1に表記したデータ） 
伝搬異常回数、 𝑁anom 86(89) 
地震発生回数、 𝑁eq 9(18) 
地震と併発した伝搬異常の回数、 𝑛obs 4(4) 
伝搬異常に地震が伴った確率、𝑃obs 4.65% (4.49%) 
伝搬異常に対する地震の無相関併発確率、 𝑃unc 1.11% (1.64%) 
確率利得、 𝑃obs 𝑃unc⁄  4.19(2.71) 
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6.4. 地震との関連性の比較 
 
 ここでは第 6章のまとめとして、地震との関連性の比較を行う。図 6.4.1は伝搬異常
のみを用いた場合、S型ダクトと併発した伝搬異常を用いた場合（グラフ中では S型ダ
クト）、風の強い日を除いた場合の伝搬異常（グラフ中では風の強い日）、それら全て
を考慮した場合（ALL）の伝搬異常と地震との関連性を示している。全てにおいて確
率利得 ratio の値は 1 を超えているので、地震との関連性があると言える。また、S 型
ダクトと併発した伝搬異常と風の強い日を除いた場合の伝搬異常はそれぞれ確率利
得 ratio の値が 5.31、4.19 となり、伝搬異常のみを用いた場合よりも地震との関連性
が明確になっている。さらに、S 型ダクトと併発、かつ、風の強い日を除いた伝搬異常
を用いた場合における確率利得 ratioの最大値が7.37となっており、伝搬異常のみを
用いて地震との関連性を求めた場合の約 2.7 倍である。従って、地震以外に電波伝
搬に影響を及ぼす自然現象を考慮することにより、地震との関連性がより明確になっ
たと言える。 
 
 
図 6.4.1 地震との関連性の違い 
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7. 確率による検証 
 
 第 6 章にて伝搬異常と地震との関連性が最も高くなるパラメータが決定した。また、
地震以外に伝搬伝搬に影響を及ぼす自然現象を考慮することで、地震との関連性が
より明確になった。しかし、第 6 章の結果はあくまでも地震との関連性であって、地震
予知ではない。最終的な目標は地震を予知することなので、第 7 章では地震の的中
率・予知率について記述する 
 
 まずは的中率・予知率の定義を記述する。また、図 7.1.1 は的中率と予知率の違い
を表したものである。 
・的中率：全ての伝搬異常に対して、地震と伝搬異常が併発していた割合 
地震と伝搬異常の併発回数
伝搬異常回数 , 𝑁anom
⁄  
・予知率：全ての地震に対して、伝搬異常によって予知された地震の割合 
伝搬異常によって予知できた地震の回数
地震発生回数, 𝑁eq
⁄  
 
 
 
図 7.1. 的中率と予知率の違い 
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図 7.2は第 6章で得られた結果それぞれの的中率と予知率を示したものである。的
中率に関しては全て 10% 以下となり、90%以上の地震を見逃していることになる。予
知率に関しては伝搬異常のみを用いた場合と S 型ダクトと併発した伝搬異常は予知
率が約 10%だが、風の強い日を除いた場合には予知率は約 20%となっている。これ
は、風の強い日の地震を取り除いたことで、地震発生回数𝑁eq が 18 回から 9 回に減
ったからである。また、的中率・予知率ともに低い原因として、東京タワーの送信点の
アンテナの高さの変更に伴い、解析期間を2つに分けたことが考えられる。2つの解析
期間での伝搬異常回数𝑁anom はそれぞれ 55回と 34回観測されている。しかし、解析
期間はそれぞれ 837 日と 262 日となっており、変更後の解析期間での伝搬異常の発
生頻度が高いため、的中率と予知率が低くなってしまったと考えられる。 
 
 
図 7.2 的中率と予知率 
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8. ロジスティック回帰分析 
  
第8章では、新たにロジスティック回帰分析という手法を用いて地震との関連性につ
いて記述する。 
 
8.1. ロジスティック回帰分析とは 
 
ロジスティック回帰分析は発生確率を予測する手法として用いられている。従属変
数（縦軸）として用いるのは 0 または 1のみであり、説明変数に対してある事象が発生
していた場合を「あり＝1」、発生していなかった場合を「なし＝0」とする。予測結果は 0
から 1の間の数値を取るので、ある説明変数の値で予測結果が 0.5であった場合、そ
の説明変数の値においてとある事象が発生する確率は 50％ということになる。また、ロ
ジスティック回帰分析では従属変数 0.5が基準値となっており、0.5 を超えれば超える
ほど関連性が高まると言える。 
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8.2. ロジスティック回帰分析の使用例 
  
次に、実際のロジスティック回帰分析のグラフがどのようなグラフを描くのか、タバコと
発癌率の関係を例に記述する。しかし、図 8.2.1は筆者がロジスティック回帰分析を説
明するために作成したグラフであるので、実際の喫煙本数と発癌リスクの関係は全く異
なる。 
従属変数（縦軸）が発癌率を表しており、説明変数（横軸）が 1 日あたりの喫煙本数
を表している。また、発癌した人を「あり＝1」、発癌していない人を「なし＝0」としている。
図8.2.1を見ると1日あたりの喫煙本数が少ない人ほど癌を発症した人が少なく、喫煙
本数が多い人ほど癌を発症している人が多いことがわかる。また、従属変数0.5を超え
ている時の説明変数は 1 日当たりの喫煙本数が 50 本の人なので、1 日のあたりの喫
煙本数が 50本を超えれば超えるほど発癌リスクが高まると言える。 
 
 
図 8.2.1 タバコと発癌率の関係 
 
基準値 0.5 
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8.3. ロジスティック回帰分析を用いる理由 
 
第 6章では伝搬異常と地震との関連性を求めているが、その際に伝搬異常そのも
のの受信電力変化の程度を考慮していなかった。しかし、地震を伴う伝搬異常と伴わ
ない伝搬異常の間には、異常の程度に違いがあるかもしれない。例えば、図 8.3.1の
伝搬異常はプラス側に現れる異常とマイナス側に現れる異なる異常であるが、第 6章
での解析では区別をしていなかった。そこで、ロジスティック回帰分析を用いることで、
地震と関連性がある伝搬異常の特徴を見つけることが可能となる。 
 
 
 
図 8.3.1 異なる伝搬異常観測例 
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8.4. 地震との関連性 
 
伝搬異常と地震との関連付けは第 5章と同じく、地震が発生して 1日前以内に伝搬
異常が観測されていた場合を地震と関連のある伝搬異常と判断する。また、対象とす
る地震は第 6章と同じである。 
  
 地震との関連性を求めるにあたりロジスティック回帰分析の従属変数を「地震発生の
有無」、説明変数を「伝搬異常の程度」とする。また、異常の程度は以下のようにして求
める。data とは実際に観測されたデータの受信電力、mは受信電力の平均値を表し
ている。 
 
 
伝搬異常の程度 = |
𝑑𝑎𝑡𝑎 − 𝑚
𝜎
| (8.4.1) 
 
結果を図 8.4.1に示す。受信電力が低下したマイナス側の伝搬異常は異常の程度が
約 4.9の時に従属変数が 0.5を超えている。つまり、マイナス側の伝搬異常において、
異常の程度が約 4.9を超えれば超えるほど、その後地震が発生する確率が高くなると
言える。しかし、プラス側の伝搬異常に関しては異常の程度の値に関係なく地震との
関連性が見られない。これは、受信電力はdBmで表されるため、マイナス側に比べて
プラス側に大きく現れる伝搬異常は発生しづらいためではないかと考えられる。 
 
  
図 8.4.1 ロジスティック回帰分析の結果 
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では地震との関連性が見られたマイナス側の伝搬異常について詳しく考察する。図
8.4.2は先ほど求めたマイナス側の異常と地震との関連性のグラフである。グラフ中の
1番は地震が観測された時の伝搬異常、2番は実際には地震は観測されなかったが、
地震と関連性があるかないかの基準値となる伝搬異常、3番は地震が観測されなかっ
た時の伝搬異常である。また、それぞれの 1日の受信電力変化を示したものが図
8.4.3~図 8.4.5である。 
地震が観測された時のグラフと従属変数が0.5の時のグラフは受信電力の値が大き
くマイナスに変化していることがわかる。しかし、地震が観測されなかった時のグラフは
先ほどの 2つのグラフと比べると、受信電力の値がそれほどマイナス側に大きく変化し
ていないことがわかる。つまり、受信電力の変動を見ることで地震発生の有無をある程
度予測することが可能となるかもしれない。 
 
 
図 8.4.2 マイナス側の伝搬異常と地震との関連性 
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図 8.4.3 地震が観測された時の受信電力変化 
 
 
図 8.4.4 従属変数が 0.5の時の受信電力変化 
 
 
図 8.4.5 地震が観測されなかった時の受信電力変化 
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9. 結論 
 
 本稿では、見通し内VHF帯放送波の伝搬異常に着目し、東京タワーを送信点とす
るFM放送波を観測対象として、群馬大学桐生キャンパスにおける受信電力を約 3年
に渡って連続観測した。そして、受信データを統計処理することで伝搬異常を判別し、
伝搬異常と気象庁の館野高層大気観測所のデータを用いて得られたラジオダクトとの
関連性について考察し、伝搬異常を引き起こすラジオダクトは S型ダクトである可能性
が高い点に注目した。そして、S型ダクトと併発した伝搬異常と地震の関連性について
解析を行った結果、単に伝搬異常が発生した場合の地震との関連性よりも、S型ダクト
と併発した伝搬異常の方が、地震との関連性が高くなることが判明した。また、観測日
数を除去することにより、地震と電磁気学現象の本来の関連性は、実際に観測される
ものよりも高いものであることが判明した。 
 また、ロジスティック回帰分析を用いることで、伝搬異常の程度によって地震との関連
性に差異があることが判明した。さらに、受信電力が低下する伝搬異常のほうが地震と
の関連性が表れやすいことも判明した。 
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10. 今後の課題 
  
  VHF 帯電波伝搬に影響を及ぼす地震は電波伝搬路付近で発生した地震に限
られてしまう。しかし、現在は群馬大学工学部電気電子棟屋上のみで観測を行ってい
るので、伝搬異常を引き起こす地震は関東周辺の地震に限定されてしまう。そこで、今
後は多点観測を行うことによって、地震が発生する可能性のある地域を絞り込めるの
ではないかと考えている。 
 また、地震の的中率と予知率の向上のためには地震の前兆現象とは関係のない伝
搬異常要因を取り除くことが必要不可欠である。従って、地震以外の伝搬異常要因の
究明が課題となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
38 
 
謝辞 
 
 本研究を遂行するにあたり、学部四年から修士二年までの三年間ご指導ご鞭撻を
頂きました本島邦行教授ならびに、修士一年からの二年間、同じくご指導ご鞭撻頂き
ました羽賀望助教に感謝の意を表すと共に、厚く御礼申し上げます。 
 また、修士学位論文の主査を引き受けて下さった山越芳樹教授並びに副査を引き
受けて下さった伊藤直史准教授に感謝の意を表すると共に、厚く御礼申し上げます。 
 本研究室の礎を築き上げて下さった諸先輩方、並びに本研究に協力して頂いた同
輩、後輩の皆様方に心から感謝と御礼申し上げます。 
 本研究に用いた地震データ、気象データは気象庁の気象統計情報を利用させて頂
きました。関係者各位に心から御礼申し上げます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
39 
 
参考文献等 
 
[1] 早川正士, “地震電磁気現象の計測技術と研究動向,” 信学論(B), vol.J89-B, 
no.7, pp.1036–1045, 2006. 
[2] Hayakawa M., O.A. Molchanov, T. Ondoh, and E. Kawai, “The precursory 
signature effect of the Kobe earthquake on VLF subionospheric signals,” 
J. Comm. Res. Lab., Tokyo, vol.43, no.2, pp.169–180, 1996. 
[3] 串田嘉男, “地震予報に挑む,” PHP新書, 2000 年出版. 
[4] Fukumoto Y., M. Hayakawa, and H. Yasuda, “Investigation of 
over-horizon VHF radio signals associated with earthquakes,” Natural 
Hazards Earth System Sci., vol.1, no.3, pp.107–112, 2001. 
[5] 本島邦行, “見通し内 VHF 帯伝搬異常と地震発生との統計的関連性,” J. 
Atmos. Electr., vol.30, no.2, pp37–49, 2011. 
[6] 吉田彰顕, 新浩一, 西正博, “見通し外 FM放送波の伝搬特性と高層気象大気
屈折率の関連,” J. Atmos. Electr., vol.30, no.2, pp.83–94, 2010. 
[7] 丹後俊郎, 山岡和枝, 高木晴良, “ロジスティック回帰分析－SASを利用した
統計解析の実際－,” 朝倉書店, pp.1-20, 1996年出版 
[8] 進士昌明, “無線通信の電波伝搬,” コロナ社, pp.78–79, 1992年出版. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
